
 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に関する要望 

 

 新型コロナウイルス感染症については、第７波の最盛期から新規陽性

者数は減少傾向にあったが、10 月中旬から増加傾向に転じ、第８波も懸

念される予断を許さない状況にある。加えて、昨今の原材料価格の高騰及

びエネルギー・食料品を中心とした物価上昇等により地域経済は依然と

して大きな影響を受けている。 

 九都県市においては、引き続き、新型コロナウイルス感染拡大防止の徹

底と社会経済活動の両立を図るとともに、原材料価格・物価高騰に対する

施策を強力かつ機動的に推進していかなくてはならない。 

 これらの諸課題に対応するためには、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金（以下、「臨時交付金」という。）による財政措置が必

要不可欠であるが、各都県市においては既に不足が生じている。 

 国においては、今般、国庫補助事業の地方負担分及び検査促進枠分に係

る臨時交付金の増額や地方交付税の増額を含む令和４年度補正予算（第

２号）を閣議決定いただいたところであるが、下記の事項についても、特

段の措置を取られるよう要望する。 

 

記 

 

１ 地域の実情に応じた施策に広く活用できる地方単独事業分などを令 

 和４年度予備費等を活用し追加で配分すること。さらに、令和５年度も

各都県市が感染拡大の防止と地域経済の回復などに柔軟かつ効果的に

対応できるよう、必要な財源措置を令和５年度当初予算等で講じるこ

と。 

  また、必要な情報については、速やかに各都県市に提供すること。 

 

２ 臨時交付金の配分に当たっては、財政力による補正を行わず、感染状 

 況や地域の実情に応じた財政需要を的確に反映した上で、各都県市が 

 必要とする十分な額を措置すること。 

 

３ 令和４年度予備費等により創設された「コロナ禍における原油価格・

物価高騰対応分」及び「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交

付金（以下、「重点交付金」という。）」について、燃料価格・物価高騰

の影響を受ける公立学校や警察署・消防署、庁舎等の光熱水費にも充当



できるようにすること。 

  さらに、重点交付金については、国が示した推奨事業メニュー以外の

燃料価格・物価高騰対策に係る地方単独事業への充当を弾力的に認め

ること。 
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